
（様式２）

施策評価（令和４年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

・

・

・

・

・

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

 戦略３　新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

 施策３－６　つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興

 幹事部局名 農林水産部  担当課名 水産漁港課

 評価者 農林水産部長  評価確定日 令和４年８月29日

施策の方向性（１）（２）

目標 3,000 3,050 3,110 3,170

実績 2,880 2,821 2,832 2,795 2,937 2,562

達成率 94.4% 91.6% 94.4% 80.8%

出典：県水産漁港課「漁業生産額調査、海
面漁協台帳調査」

指標の判定 ｄ ｅ ｂ ｅ

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

令和３年度の実績は2,562千円（対前年比87.2％）となった。

組合員１人当たりの漁業生産額を主な魚種別に見ると、サケは全国的に不漁で単価は上がってい
るが漁獲量が少なくなっており、ハタハタも不漁で数が少ないため単価は良いが生産額は減少
し、全体的に漁業生産額が減少している。

新型コロナウイルス感染症の影響で外食需要が低迷していることなどによる魚価の低下に加え、
燃油価格の高騰に伴う出漁回数の削減により、漁業生産額が減少している。

施策の方向性（１）

目標 10.1 10.3 10.5 10.7 

実績 9.7 8.9 (8.2) (6.7) (6.9)
Ｒ５.５月

判明予定

達成率 (81.2%) (65.0%) (65.7%) －

出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計
年報」

指標の判定 ( ｅ ) ( ｅ ) ( ｄ ) ｎ

全国 12位 13位 (14位) (16位) (12位)

東北 ４位 ４位 (４位) (４位) (４位)

令和３年の実績値は未判明だが、公表されている最新の統計である２年実績は6.9億円であり、３
年目標値の64.5％の水準になっている。

令和３年の漁業生産額については、外食需要が大きいマダイ、ヒラメ、フグ類が新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受けて単価が下がったことから減少、ハタハタは漁獲量が大きく減少し、サ
ケも全国的に漁獲量が減少しており、２年実績よりも減少することが予想される。

　県の魚であるハタハタはもとより、新たな魚種を含めたつくり育てる漁業による資源の維持・増大や、広域浜プラ
ンに基づく生産の効率化及び流通の合理化などにより、水産業の振興を図ります。

代表指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（H３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生
産額（千円）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

代表指標② 年度
現状値
（H27）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

つくり育てる漁業の対象魚種の漁業生産
額（億円）

Ｈ28実績値　9.1
全国12(/39)位、
東北４位

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
Ｒ５.５月
判明予定
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析

・

・

・

・

 

・

施策の方向性（１）

目標 11 13 14 15 

実績 11 7.5 4.5 4.2 8.1 3.4 

出典：県水産振興センター「業務報告書」 達成率 40.9% 32.3% 57.9% 22.7%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

キジハタについては、平成28年度から種苗生産技術の開発に取り組んでいるが、安定した種苗生
産には至っておらず、令和３年度は前年を下回る約500尾の放流実績となった。トラフグについて
も、３年度は採卵に用いるトラフグの親魚が十分に確保できなかったこと等により前年を下回る
3.3万尾の放流数となった。

施策の方向性（２）

目標 14 16 18 20 

実績 6 13 17 18 21 24 

出典：県水産漁港課「県水産物利用普及調査」 達成率 121.4% 112.5% 116.7% 120.0%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

本県独自の新たな加工品の開発を推進することにより、地魚の活用及び本県水産物のブランド力
向上を図った。

令和３年度は、サケ等の未・低利用魚を用いたナゲット等の新商品開発のほか、オンライン販売
への参入やオンラインを使った船上競りの試験を行った。

施策の方向性（３）

目標 10 10 10 10 

実績 10 12 11 13 11 12 

出典：県水産漁港課「新規漁業就業者数
調査」

達成率 110.0% 130.0% 110.0% 120.0%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

施策の方向性（４）

目標 26 87 176 229 

実績 － － 78 128 178 229 

出典：県水産漁港課「整備実績調査」 達成率 300.0% 147.1% 101.1% 100.0%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

関係機関との協議が順調に進み、工期の確保ができたことから、整備延長は目標を達成した。

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

トラフグとキジハタの種苗放流数の合計
（万尾）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

成果・業績指標② 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

漁業者等による加工や鮮度保持等の取組
件数（累積）（件）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

成果・業績指標③ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

新規漁業就業者数（人）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

漁業の魅力についてのＰＲや各種研修、就業希望者と雇用先となる漁業経営体とのマッチング等
を実施した結果、新型コロナウイルス感染症の影響による外食産業の需要減に伴う漁業収入の低
迷や県外研修生受入の見送り等、マイナス要因があったものの、令和３年度の新規就業者数は12
人となり、目標を達成した。

成果・業績指標④ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

拠点漁港における陸揚岸壁の耐震・耐津
波化の整備延長（累積）（ｍ）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
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２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

（１）つくり育てる漁業の推進による水産資源の維持・増大【水産漁港課】

・

・

・

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

・

（２）秋田の海・川資源を生かした水産ビジネスの展開【水産漁港課】

・

・

・

・

・

（３）次代を担う漁業者の確保・育成【水産漁港課、農業経済課】

・

・

・

・

・

・

・

指標 代表①②、成果①

（公財）秋田県栽培漁業協会が行うマダイ、ヒラメの種苗生産や中間育成等に係る経費を助成するとともに、ト
ラフグ種苗33千尾とキジハタ種苗541尾を生産・放流した（放流数合計803千尾<＋60千尾>）。

サケ資源の維持を図るため、サケふ化放流事業団体が生産した稚魚を購入し放流した（５件<±０件>）。

内水面の重要魚種であるアユについて、釣り味のよい個体の増大に向け、早期に放流した場合の成長や釣獲への
影響を調査し、十分な成長と効果を確認した。

第７次栽培漁業基本計画（平成27～令和３年度）に基づき、リニューアルした水産振興センターの栽培漁業施設
において、最新技術の種苗生産を行うとともに、新規就業者への基礎研修（２名<△２名>）や、小学生等への水
産教育（６校<△７校>）を実施した。

ハタハタ資源の再生に向け、漂着卵や漁網付着卵を利用したふ化放流や、底びき網の目合を拡大し小型魚を保護
するなどの取組を、県と漁業者が協調して実施した。

感染拡大防止に係る移動自粛により遊漁者数が減少し、サクラマスの遊漁収入が減少した河川もあったことか
ら、漁協等が行うサクラマスの発眼卵放流に対して支援を行い、全県で12万粒の発眼卵を放流し、資源の維持を
図った。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、漁業収入が減少し、秋田県漁業協同組合が放流用アワビ種苗の購
入経費を確保することが困難になったことから、アワビ種苗226,000個の放流に係る経費の一部を補助し、資源
の維持を図った。

指標 代表①、成果②

水揚げされる魚介類の品質向上と安定出荷の手法を開発するため、漁港内で養殖生け簀を用いたブリとカワハギ
の蓄養試験を行ったほか、水揚げが減少する冬期間の生産創出を目的に、サクラマスの養殖試験を行った。

水産物コーディネーター１名を課内に配置し、首都圏等での水産加工品の販売促進や水産加工事業者の販路拡大
等を支援した。

漁業者や水産加工業者で組織するグループに対し、水産物の加工品開発や販路開拓等に係る経費を助成した（３
団体<±０>）。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

県内外で実施していた展示会等の中止や飲食店の営業短縮などにより、販路開拓に支障があった。

外食需要の大きな落ち込みにより、水産物が販売不振となっていることから、新たな販路であるオンライン販売
に着手する漁業者が増加した。

指標 成果③

漁業就業に関する推進組織である「あきた漁業スクール」を通じ、就職支援フェア等により漁業の魅力をＰＲす
るとともに、本県の漁業に興味を持つ者に基礎的な研修を行い、担い手の掘り起こしを図ったほか、就業希望者
に対する技術研修を、前年度からの継続受講者10名を含み実施した（基礎研修２名<△２名>、技術研修：23名<
＋６名>）。

水産普及指導員が、水産資源の合理的利用、新技術の開発・導入等、漁業者の実践活動に対し技術的指導を行
い、漁家経営の安定及び漁村の活性化を図った。

漁業者の資本整備や経営安定化を図るため、漁業近代化資金及び沿岸漁業改善資金について、県漁協やＨＰを通
じて周知を行った（漁業近代化資金：新規３件<＋３件>）。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

例年実施していた県外での漁業就業フェアへの参加を見送り、代わりにオンラインで開催される就業支援フェア
で漁業ＰＲを実施した。

移住を含めた多様なルートからの漁業への就業を促進するため、移住就業希望者に対する技術研修を実施した。
一方、基礎的な研修については、感染拡大の影響を鑑み、県外からの研修生の受け入れを見送った（県外基礎研
修０名<±０名>、県外技術研修１件<＋１件>）。

漁業者の実践活動報告の場であり、毎年約100人が参加する青年・女性漁業者交流大会の開催を見送った。

魚価の下落により収入が減少した漁業者の経営継続を図るため、漁業の継続に必要な機器や漁具等の導入32件に
支援した。
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（４）漁港等生産基盤の整備促進【水産漁港課】

・

・

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

（５）「全国豊かな海づくり大会」等を契機とした水産業の活力向上【水産漁港課】

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

・

３　総合評価結果と評価理由

●

●

●

■

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。
　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

指標 成果④

岩館漁港ほか２か所において防波堤等の施設整備を実施し、機能的で安全な漁港の整備による水産物の生産・流
通機能の強化を図った。

漁港施設の機能維持のため、北浦漁港ほか９か所<±０>において更新コストの縮減と平準化を図りつつ、施設の
長寿命化のための保全工事を実施した。

金浦漁場のアワビ等増殖場の整備を行ったほか、本県沖合海域において底質改善を実施し、天然漁場の機能回復
を図った（4,442ha<＋1,040ha>）。

漁港を活用した養殖場整備の実現性を調査するため、岩館漁港内に生け簀を設置し、漁業者によるサーモン養殖
試験を実施した。

地元漁業者への事業説明や設計コンサルタントとの打合せについて、感染拡大防止を図るため、説明会の延期・
再調整や打合せのリモート化等の対応に不測の時間を要したことから、作業員の確保等に遅れが生じ、年度内に
事業を完了することが困難となった地区は繰越することとなった。

指標 －

県内の量販店等において、「地魚を食べようキャンペーン」を展開し、地魚の消費拡大に努めた（量販店74店舗
<＋６店舗>）。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、県産水産物のＰＲのために出展を予定していたイベントが軒並み中止
になり、ＰＲ機会が減少した。

秋田の魚を食べようキャンペーンで、試食等の人の集まる手法を用いることが出来なかったため、レシピの配布
のみにとどまった。

総合評価 評価理由

代表指標の達成状況については、①「海面漁業協同組合員１人当たりの漁業生産額」は
「ｅ」判定、②「つくり育てる漁業の対象魚種の漁業生産額」は「ｎ：未判明」であり、定
量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響で単価が低下したことに加え、燃
油価格が高騰してきたことにより経費を削減するため出漁数を削減したことなどから、前年
度より約13％減少し、達成率は80.8％となった。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響で魚価の低迷が続いていることに加え、主要魚種で
あるハタハタやサケが不漁となっていることから、ネット販売による付加価値の向上や港内
での養殖試験など、漁業者の所得確保に向けた新たな取組が動き出している。
また、全国豊かな海づくり大会の開催後、県内量販店で地魚の消費を喚起するイベント等が
継続して開催されており、県民の地魚に対する関心が高まっていることから、県内需要の増
加が見込まれる。

代表指標②に関しては、サケの不漁のほか、外食需要が大きいマダイ、ヒラメ、フグ類が新
型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて単価が下がっており、それにより対象魚種の漁
業生産額が減少するものと予想される。
なお、対象魚種の放流実績は対前年度比で５％増加しているほか、平成30年度に整備が完了
した水産振興センター栽培漁業施設において、富山県以北で例のないキジハタの種苗生産に
取り組んでおり、つくり育てる漁業による資源の維持・増大に向けた取組は着実に進んでい
る。
また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、海面・内水面漁業協同組合の収入が減少し
たことにより、アワビやサクラマスの種苗を平年と同規模で放流することが困難になったこ
とから、不足分が補てんされるよう支援を行っており、来年度以降も資源の維持が期待され
る。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から
評価した結果、総合評価は「Ｄ」とする。

Ｄ
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４　県民意識調査の結果

　肯定的意見

　ふつう

　否定的意見

　わからない・無回答

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

質問文 　ハタハタ、マダイ、ヒラメ、サケなど、県内で獲れた多様な魚が流通・販売されている。

13.3% 20.1% 14.5% 16.1% ＋1.6

　十分 （５点） 2.4% 3.0% 2.3% 2.1% △0.2

　おおむね十分 （４点） 10.9% 17.1% 12.2% 14.0% ＋1.8

（３点） 43.0% 44.5% 45.0% 44.6% △0.4

21.9% 17.4% 21.9% 21.5% △0.4

　やや不十分 （２点） 15.3% 12.6% 15.7% 15.1% △0.6

　不十分 （１点） 6.6% 4.8% 6.2% 6.4% ＋0.2

21.8% 18.0% 18.7% 17.7% △1.0

　平均点 2.84 3.01 2.86 2.88 ＋0.02

調査結果の認識、取組に関する意見等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度
　満足度

Ｒ元
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

前年度比

満
足
度

○

○

５段階評価の満足度の平均点は「2.88」で、「ふつう」の３より0.12低かった。回答では「ふつう」が最も多
かった。
「十分」と「おおむね十分」を合わせた割合は16.1％、「ふつう」は44.6％、「不十分」と「やや不十分」を合
わせた割合は21.5％であった。また、「肯定的意見」と「ふつう」を合わせた割合は60.7％であった。

「不十分」又は「やや不十分」の理由や県に求める取組として以下のような意見があった。
・ハタハタの漁獲量激減には大変心配している。漁業資源の健全育成には是非力を入れてほしい。（男性／40歳
代／秋田地域）
・秋田のマダイは本当に美味しいので、もっと広く告知したほうが良いと思う。観光客を呼べる大きな魅力を秘
めていると思う。（男性／40歳代／秋田地域）
・気候変動による海水温上昇に伴う生息域の変化や従事者の減少等を見越した長期的な漁業の展望が必要ではな
いでしょうか。（男性／40歳代／北秋田地域）

5/6



５　課題と今後の対応方針

（１） ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

● ●

（３） ○ ○

（４） ○ ○

○ ○

（５） ○ ○

６　政策評価委員会の意見

魚価や消費動向の変動、海洋環境の変化等に伴
い、栽培漁業の対象種に対する漁業者のニーズ
が変化しているが、それに対応できる種苗生産
技術を有していない。

最新技術に対応した施設としてリニューアルした栽
培漁業施設を拠点に、キジハタ等の新魚種の種苗生
産の技術開発に取り組む。

ハタハタは、漁業者、関係団体、学識経験者及
び県からなる協議会でハタハタ資源管理計画を
策定し、資源回復に努めているが、平成26年漁
期以降、漁業生産量は県内需要の約1,200トンに
届かない状況が続き、資源量は未だ十分に回復
していない。（県民意識調査で同様の意見あ
り）

資源量回復に向け、漁業者が行う漁網付着卵や漂着
卵を用いたふ化放流に対して引き続き支援するとと
もに、小型魚の漁獲を回避する改良網の実用化に向
けて効果検証を進め、漁業者への普及啓発を図る。
また、漁場環境の詳細な把握と資源量推定の精度向
上を図り、計画的な資源管理に取り組む。

サケは、近年、海洋環境の変化等によって全国
的に回帰率が低下している。現在の漁業生産量
の維持に向け、稚魚の放流尾数を増加させるた
めには、ふ化場の収容能力に限界があるほか、
資金及び場所が不足している。

現在の放流数を維持しながら、低コスト及び省ス
ペースで増殖を行うことができる発眼卵放流の実用
化に向けた試験を行い、限られたコストと場所の中
で放流数量の増加を図る。

県内での地魚に対する関心は高まっているが、
県産魚介類の多くは近隣の地方都市に出荷され
ており、県内の取扱量が少ないことから、認知
度は低い。

県内における地魚の認知度向上と消費拡大を図るた
め、主要魚種のブランド化など販売戦略を立て、活
魚出荷のほか加工等の取組を推進する。

８～９割が長期保存できない鮮魚での出荷と
なっており、漁獲量が出荷額に直結することか
ら、価格変動が生じやすい。

品質向上や高付加価値化、安定出荷による魚価の向
上につなげるため、漁港内で蓄養殖試験を行う。

気候変動による海水温上昇に伴う生息域の変化
や従事者の減少等を見越した長期的な漁業の展
望が必要ではないでしょうか。（県民意識調査
より）

海洋環境の変化に対応できるよう、ＩＣＴの導入な
どスマート漁業による操業の効率化を図るととも
に、漁業生産の創出と安定化に向け、漁港内等を活
用した養殖の実用化を進める。

あきた漁業スクールの取組により、毎年一定数
の新規就業者を確保しているが、新規就業者の
年齢層が高く、水産業の長期的な担い手となる
若い就業者の確保育成が進んでいない。

若い担い手をメインターゲットとし、「あきた漁業
スクール」を通じ、就業希望者の意向に沿った技術
研修への誘導や、就業希望者と雇用先となる漁業経
営体とのマッチングなど、就業相談から就業後の
フォローアップ等を引き続き実施するほか、県内高
校生に向けた漁業情報の発信に取り組む。

県内各漁港の基本施設で、老朽化に伴うひび割
れや欠損などの変状が進行している。

県内各漁港の外郭・水域・係留施設などの基本施設
を中心に、施設の機能維持を図る長寿命化対策を計
画的に進める。

河川等から流出した泥・ゴミが海底に堆積し、
底生生物の生息環境が悪化しており、漁場の生
産力が低下している。

本県沖合での海底耕耘によるこれまでの成果を学術
的な見知から検証した結果、資源増大等の効果が確
認されており、本事業の取組を継続していく。

本県の魅力ある魚食文化や漁村文化、自然環境
等を観光資源として活用できていない。

全国豊かな海づくり大会を契機に始めたイベント等
を引き続き開催し、本県の魚食文化や漁村文化、自
然環境等の魅力を県内外に発信することで、観光資
源としての活用を図る。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

（２）

自己評価の「Ｄ」をもって妥当とする。
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